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〔承第２号〕 

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：２４頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１

号） 

条例改正に影響

する施行日 

令和５年４月１日、令和５年７年１日、令和６年１月

１日、令和７年１月１日 

改正される法令 地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

条例改正に影響

する条 

第３１７条の３の２、第３２１条の５、第３２１条の

７、第３２１条の７の１０、第３２１条の８、第３２

１条の１２、第４６３条の１５、第４７３条、第４８

１条、附則第６条、附則第１５条、附則第１５条の８、

附則第１５条の９の３、附則第１５条の１０、附則第

１５条の１１、附則第１６条の４、附則第２９条の８

の２、附則第２９条の９、附則第２９条の１８、附則

第３０条、附則第３０条の２、附則第３４の２、附則

第６０条、附則第６４条、法施行令４８条の９の３、

法施行規則第１５条の１５、森林環境税及び森林環境

譲与税に関する法律第７条 

〇 条例改正趣旨

地方税法等の一部を改正する法律が令和５年３月３１日に公布され、

地方税法が改正されたことに伴い、所要の改正を行います。 

◎ 改正の主な内容 

（個人住民税） 

 ○ 森林環境税及び森林環境譲与税の導入に伴う改正規定（第２６条の１

０、第２９条の２、第３１条、第３２条の２の２、第３２条の５、第３２

条の５の２、第３２条の５の６関係）

趣 旨：森林環境税及び森林環境譲与税が、森林の有する地球温暖化防止

や災害防止等の公益防止等の公益的機能を維持・増進するために

導入され、令和６年度から課税が開始されるため、関係条文を改

正します。 

施行日：令和６年１月１日 

（固定資産税） 
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○ 地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）の特例割合を定める規

定（附則第６条の２、附則第６条の３関係） 

趣 旨：大規模の修繕等が行われたマンションに対する税額の減額措置

に係るわがまち特例の割合を３分の１とします。また、この減額

措置を受けようとする者がすべき申告について規定します。 

施行日：令和５年４月１日 

 （軽自動車税） 

 〇 新たに定義された特定小型原動機付自転車に係る軽自動車種別割額の

税率を定める改正規定（第６６条関係） 

  趣 旨：現行の原動機付自転車から区分して新たに定義された特定小型

原動機付自動車（原動機付自動車のうち、電動機の定格出力が

０．６ｋＷ以下であって長さ１．９ｍ、幅０．６ｍ以下かつ最高

速度２０ｋｍ／ｈ以下のもの、例えば、電動キックボード）に係

る軽自動車種別割を２，０００円とします。それ以外の原動機付

自転車の種別割を３，７００円とします。 

  施行日：令和５年７月１日 

〇 不正を行った自動車メーカーを納税義務者とみなして納税不足額を徴

収する際に加算する割合の変更する改正規定（附則第１２条の２、附則

第１４条） 

  趣 旨：令和４年３月以降発覚した、一部メーカーによるトラック、バス

用エンジンの燃費・排ガス試験不正は、環境性能により優遇を行

う税制措置の根幹を揺るがすものであり、社会的影響も大きいも

のです。税制上の再発防止策として、不正により生じた納税不足

額に係る納税義務を当該不正を行ったメーカーに負わせる特例

規定について、納税不足額を徴収する際に加算する割合（現行：

１０％）を３５％に引き上げます。 

  施行日：令和６年１月１日 

〇 軽自動車税の種別割のグリーン化特例（軽課）について、特例の期限

を３年間（２５％軽減の対象については２年間）延長する改正規定（附

則第１３条） 

趣 旨：軽自動車税の種別割のグリーン化特例（軽課）について、適用期

間を３年間（２５％軽減の対象については、２年間）延長しま

す。 

  施行日：令和５年４月１日 

◎ 施行期日等（附則） 
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○ 施行期日 

この条例は、令和５年４月１日から施行します。ただし、次の各号に掲

げる改正は、当該各号に定める日から施行します。 

(1) 第６６条第１号ニの改正及び附則第４条第１項の規定（この条例に

よる改正後の美濃加茂市税条例（以下「改正後の条例」という。）附則

第１４条第３項に係る部分を除く。） 令和５年７月１日 

(2) 第２６条の１０第２項並びに第２９条の２の見出し及び同条第１項

の改正、同条に１項を加える改正並びに第３１条、第３２条の２の２、

第３２条の５、第３２条の５の２及び第３２条の５の６の改正並びに

附則第１２条の２の２の改正（同条第４項中「１００分の１０」を「１

００分の３５」に改める部分に限る。）及び附則第１４条第３項の改正

並びに次条第１項並びに附則第４条第１項（改正後の条例附則第１４

条第３項に係る部分に限る。）及び第３項の規定 令和６年１月１日 

(3) 第２８条の３の２の改正及び次条第２項の規定 令和７年１月１日 

 ○ 経過措置 

市民税、固定資産税及び軽自動車税について、それぞれ経過措置を定め

ます。 

◎ 専決日 

  令和５年３月３１日 
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〔承第３号〕 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

   【議案書：６４頁】 

◎ 改正の概要 

〇 法改正情報 

公布された法令 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）

条例改正に影響

する施行日 

令和５年４月１日 

改正される法令 地方税法（昭和２５年法律第２２６号） 

条例改正に影響

する条 

法附則第１５条 

〇 条例改正趣旨

地方税法等の一部を改正する法律が令和５年３月３１日に公布され、地方

税法が改正されたことに伴い、所要の改正を行います。 

◎ 改正の主な内容  

○ 条項の整理（附則第２項、第３項、第４項、第５項及び第１５項） 

趣旨：課税標準の特例を規定している地方税法附則第１５条が改正されたこ

とによる引用条項を整理するものです。

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日 

この条例は、令和５年４月１日から施行します。 

〇 経過措置 

１ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の美濃加茂市都市計画税

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和５年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計画税については、

なお従前の例によります。

２ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等

の一部を改正する法律（令和５年法律第●号）附則第１条第２号に掲げる規

定の施行の日の前日までの間における改正後の条例附則第１５項の規定の

適用については、同項中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、「若

しくは第４３項」とします。

◎ 専決日 

  令和５年３月３１日
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〔承第４号〕 

   美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

【議案書：６６頁】 

◎ 改正の概要 

令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の「感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律」上の位置付けが５類感染症に引き下げ

られたことを受け、人事院が同日に「東日本大震災及び東日本大震災以外の特

定大規模災害等並びに新型コロナウイルス感染症及び特定新型インフルエン

ザ等に対処するための人事院規則九－三十（特殊勤務手当）の特例」に定める

新型コロナウイルス感染症に関する特例を廃止しました。 

それに伴い、本市の条例の附則に定める同内容について、人事院に合わせて

令和５年５月８日付けで削るものです。 

◎ 改正の主な内容 

〇 附則の改正（第２項及び第３項） 

附則第２項及び第３項に定める新型コロナウイルス感染症に対応するた

めの特殊勤務手当の特例を削ります。 

◎ 施行期日（附則） 

この条例は、公布の日から施行します。 

◎ 専決日 

  令和５年５月８日 
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〔議第２８号〕 

  美濃加茂市常勤の特別職職員の給与の特例に関する条例について 

【議案書：６９頁】 

◎ 条例の趣旨 

美濃加茂市常勤の特別職職員である市長、副市長の給料月額は、美濃加茂

市常勤の特別職職員の給与に関する条例（昭和４１年美濃加茂市条例第２１

号）第３条で規定されているが、一定の期間についてこの条例とは異なる給

料月額を規定するため特例の条例を新規に制定するものです。 

◎ 条例の概要 

 市長、副市長の給与について、美濃加茂市常勤の特別職職員の給与に関す

る条例に規定する給料月額から当該金額の１００分の１０に相当する額を減

じて得た額とします。 

◎ 施行期日等（附則） 

〇 施行期日 

  この条例は、令和５年７月１日から適用します。 

〇 条例の失効 

  この条例は、令和５年７月３１日限り、その効力を失います。 
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